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第３章 調査・設計 
 

３－１ 調査 

 調査は計画、施工の基礎となる重要な作業であり、調査の良否は計画の策定、施工、機能、さ

らには将来の給水装置の維持管理にも影響を及ぼすものであるため、慎重かつ入念に行うこと。 

 調査には、事前調査と現地調査があり、事前調査には申込者に確認する事項と、水道事業者に

確認する事項がある。 

 

３－２ 設計にあたっての条件 

 給水装置の設計とは、発注者の要求に応じ各種調査等から給水方法、給水管口径を決定し図面

の作成及び工事費の算出に至るまでの一連の事務及び技術的措置をいう。 

 給水装置の設計にあたっては、衛生的かつ安全なものでなければならず、次の事項に留意しな

ければならない。 

（１）発注者の必要とする所要水量を満たすものであって、かつ、過大でないこと。 

（２）使用材料は給水装置の構造及び材質基準に適合したものの中から選択すること。 

（３）汚染された水が逆流したり、停滞水が生じない構造であること。 

（４）凍結、電食、腐食及び温度変化等による損傷等が発生しないこと。 

（５）給水装置以外の配管と接続するおそれがないこと。 

（６）配水管の水圧に影響を与えるおそれのあるポンプなどの機械器具と直接接続しないこと。 

（７）メーター器及び止水栓の設置位置は、検針及び点検取替え作業が容易な場所であること。 

（８）工事完了後の修繕工事などの維持管理が容易にできること。 

 

３－３ 給水方式の決定 

 施設の規模、所要水量、使用用途、給水高さ及び維持管理を考慮して次の中から決定すること。 

 

３－３－１ 直結式 

 直結式ができるのは次の場合とする。 

（１）配水管の給水能力（管径・水圧等）が十分であること。 

（２）常時円滑に給水が得られるとき。 

（３）配水管及び給水装置に支障をきたすおそれがないとき。 

（４）２階までの建物に給水するとき。 

ただし、３階建て建物についても一定の要件（西尾市３階直結直圧式給水の運用基準を

参照）を満たすことにより給水をすることができる。 

    ここでいう階とは、建物をフロアで分離した上下の層をいうが、建築基準法でいう居室

高２．４ｍを基にして、１・２層の合計高を１／２にしたとき、２．４ｍを満たさない高
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さの場合は、１・２層を合わせて１階とみなすことができる。また、１層の高さが１／２

にしたとき２．４ｍ以上の高さが確保される建物は２階とみなす。（基礎下から天井までの

高さが５ｍを目途とする。） 

（５）直接圧力を必要とする給水栓等は２階までであるが、受水槽に給水するときは、配水管の

分岐点の地盤高より給水口までの高さが１５ｍ以下の場合は直接受水槽に給水できる。 

 

３－３－２ 受水槽式 

 受水槽式は、給水装置から一旦水槽その他（以下「受水槽」という。）に溜めてから給水する方

式である。受水槽式には、配水管の減・断水時の影響が小さいこと、吐水口空間による逆流防止、

貯水機能によるピークカット（水使用の変動の吸収）等の機能がある。次の各事項に該当する場

合は、直結式に適していないため、受水槽式による給水とする。 

（１）一時に多量の水を使用するものや、メーター口径４０ｍｍ以上で配水管の水圧低下を引き

起こすおそれがあるもの。 

（２）毒物・劇物・薬品等の危険な化学物質を取り扱い、これを製造・加工または貯蔵する工場・

事業所・研究所等。 

   例：クリーニング、写真及び印刷・製版、石油取扱、染色、メッキ等の事業を行う施設等。 

（３）災害や事故による断減水時にも一定の給水の確保が必要な施設等のほか、断減水により営

業に支障をきたすおそれのある施設等 

   例：病院、ホテル、百貨店等の施設及び食品冷凍機・電子計算機の冷却水に供給する場合

のほか、喫茶店、レストラン、飲食店、クリーニング取次店、旅館、美容院、理容院、

生鮮食料品店等 

（４）配水管の水圧変動にかかわらず、常時一定の水量、水圧を必要とする場合。 

（５）水圧が過大で給水装置に故障を起こすおそれがあるとき。 

（６）メーターの通過流量が許容値を超える場合で、改造工事が施行できないとき。 

（７）その他直結給水の条件に適合しないとき。 

 

３－４ 計画使用水量の決定 

３－４－１ 用語の定義 

①計画使用水量 

給水装置に給水される水量をいい、給水管の口径の決定等の基礎となるものである。一般に、

直結式給水の場合は、同時使用水量（通常、単位として１分当たりの水量：L/min を用いる）か

ら求められ、受水槽式の場合は、１日当たりの使用水量（L/日）から求められる。 

 ②同時使用水量 

  給水装置に設置されている末端給水用具のうち、いくつかの末端給水用具を同時に使用する

ことによってその給水装置を流れる水量をいい、計画使用水量は同時使用水量から求めている。 
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 ③計画一日使用水量 

  給水装置に給水される１日当たりの水量であって、受水槽式給水の場合の受水槽要領の決定

等の基礎となるものである。 

 

３－４－２ 計画使用水量の決定 

 計画使用水量は、給水管口径等の給水装置系統の主要諸元を計画する際の基礎となるものであ

り、建物の用途及び水の使用用途、使用人数、給水栓の数等を考慮したうえで決定する。 

 同時使用水量の算定にあたっては、各種算定方法の特徴を踏まえ、使用実態に応じた方法を選

定する。 

 

表３－１ 同時使用率を考慮した末端給水用具数【設計指針より】 

総末端給水用具数 
同時に使用する 
末端給水用具数 

総末端給水用具数 
同時に使用する 
末端給水用具数 

１ １ 11～15 ４ 

２～４ ２ 16～20 ５ 

５～10 ３ 21～30 ６ 

 

表３－２ 種類別吐水量と対応する末端給水用具の口径【設計指針より】 

用途 
使用水量 

（L/min） 

対応する給水用具の

口径（ｍｍ） 
備考 

台所流し 

洗たく流し 

洗面器 

浴槽（和式） 

〃 （洋式） 

シャワー 

小便器（洗浄水槽） 

〃 （洗 浄 弁） 

大便器（洗浄水槽） 

〃 （洗 浄 弁） 

手洗器 

消火栓 

散水 

洗車 

 12～ 40 

 12～ 40 

  8～ 15 

 20～ 40 

 30～ 60 

  8～ 15 

 12～ 20 

 15～ 30 

 12～ 20 

 70～130 

  5～ 10 

130～260 

 15～ 40 

 35～ 65 

13～20 

13～20 

    13 

13～20 

20～25 

    13 

    13 

    13 

    13 

    25 

    13 

40～50 

13～20 

20～25 

 

 

 

 

 

 

 

→1 回（４～６秒）の

吐水量 2～3L 

→1 回（８～１２秒）

の吐水量 13.5～16.5L 

 

 

業務用 
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表３－３ 末端給水用具の標準使用水量【設計指針より】 

給水栓口径（㎜） １３ ２０ ２５ 

標準流量（L/min） １７ ４０ ６５ 

 

表３－４ 建物種類別の単位給水量・使用時間・人員 

建物種類 
単位給水量 

（1 日当たり） 

使 用 
時 間 
[h/日] 

注  記 
有効面積当り 
の人員など 

備  考 

戸 建 て 住 宅 
集 合 住 宅 
独 身 寮 

200～400L/人 
200～350L/人 
400～600L/人 

10 
15 
10 

居住者１人当り 
居住者１人当り 
居住者１人当り 

0.16 人/㎡ 
0.16 人/㎡ 

 

官公庁･事務所 60～100L/人 9 在勤者１人当り 0.2 人/㎡ 
男子 50L/人、女子 100L/人、
社員食堂・テナント等は 
別途加算 

工 場 60～100L/人 
操業 
時間 
＋１ 

在勤者１人当り 
座作業 0.3 人/㎡ 
立作業 0.1 人/㎡ 

男子 50L/人、女子 100L/人、
社員食堂・シャワー等は 
別途加算 

総 合 病 院 
1,500～3,500L/床 

30～60L/㎡ 
16 延べ面積１㎡当り  

設備内容等により詳細に 
検討する 

ホ テ ル 全 体 
ホテル客室部 

500～6,000L/床 
350～450L/床 

12 
12 

  
同上 
客室部のみ 

保 養 所 500～800L/人 10    

喫 茶 店 
20～35L/客 

55～130L/店舗㎡ 
10 

 店舗面積には 
厨房面積を含む 

厨房で使用される水量のみ
便所洗浄水などは別途加算 

飲 食 店 
55～130L/客 

110～530L/店舗㎡ 
10 

 

同上 

同上（定性的には軽食･  
そば･和食･洋食･中華の順
に多い） 

社 員 食 堂 
25～50L/食 

80～140L/食堂㎡ 
10 

 
同上 同上 

給食センター 20～30L/食 10 
 

 同上 

デ パ ー ト 
ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 

15～30L/㎡ 10 
延べ面積 
１㎡当り 

 従業員分・空調用水を含む 

小・中・普通 
高 等 学 校 

70～100L/人 ９ 
（生徒＋職員） 
１人当り 

 教師･従業員を含む。 
プール用水(40～100L/人)
は別途加算 

大 学 講 義 棟 2～4L/㎡ ９ 延べ面積１㎡当り 
 実験･研究用水は別途加算 

劇場・映画館 
25～40L/㎡ 
0.2～0.3L/人 

14 
延べ面積１㎡当り 
入場者１人当り 

 従業員分・空調用水を含む 

ターミナル駅 
普 通 駅 

10L/千人 
3L/千人 

16 
乗降客 
1,000 人当り 

 

列車給水･洗車用水は別途
加算  
従業員分･多少のﾃﾅﾝﾄ分含
む 

寺 院 ・ 教 会 10L/人 ２ 参加者１人当り  
常駐者･常勤者分は別途 
加算 

図 書 館 25L/人 ６ 閲覧者１人当り 0.4 人/㎡ 常勤者分は別途加算 

【空気調和・衛生工学便覧 第１４版より】 
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３－５ 給水管口径の決定 

３－５－１ 給水管の管径均等数 

 給水装置において、主管より分岐できる給水管の分岐数等を知るには、給水装置の実情に適応

した方法によって計算すべきであるが、次の略式計算及び管径均等表を用いるのが口径推定に便

利である。 

    𝑁 = ቀ
஽

ௗ
ቁ
ହ/ଶ

 

     Ｎ：小管の数（均等管数） 

     Ｄ：主管の直径 

     ｄ：小管の直径 

表３－５ 管径均等表 

分岐管径（mm） 
 
 
主管径（mm） 

１３ ２０ ２５ ４０ ５０ ７５ １００ １５０ 

１３      1.0        

２０   2.9 1.0       

２５   5.1 1.7 1.0      

４０   16.6 5.7   3.2 1.0     

５０   29.0 9.9   5.7    1.7   1.0    

７５   79.9 27.2  15.6    4.8   2.8 1.0   

１００   164.1 55.9  32.0    9.9   5.7 2.1 1.0  

１５０   452.2 154.0  88.2   27.2  15.6 5.7 2.8 1.0 

  注）管長、水圧及び摩擦係数が同一の時に計算したものである。また、これは分岐の一応の

目安であり、配水管の距離、地盤高、導水圧等の実情に応じて給水管の口径を決定する

ものとする。 

 

３－６ 水道メーターの設置 

３－６－１ メーター設置基準 

（１）新設 

 ①１つの建造物ごとに１個のメーターを設置すること。ただし、同一敷地内で同じ目的に使用

される装置については、建造物の棟数に関係なく１個のメーターを設置すること。（学校、病院、

工場、アパート、寮、娯楽場、倉庫、車庫、駐車場、集合住宅の散水栓等） 

 ②１つの建造物であっても、構造上、利用上独立して使用される区画（店舗、事務所、住宅等）

に給水装置を設ける場合は、それぞれ１個のメーターを設置すること。 

（２）統合 
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  同一敷地内の住宅または事業所で、すでに２個以上のメーターが設置されているものは、増

改築工事を行うときに、メーターの統合も併せて考慮すること。 

 

３－６－２ 給水管口径及び機種の選定 

（１）給水管の口径（メーターを含む）は、配水管の計画最小動水圧０.１４７～０.１９６MPa 時

において、その所要水量を十分供給できる大きさとし、かつ、著しく過大であってはならない。 

（２）メーターは原則として下流側の主管径と同口径とすること。 

（３）メーターの瞬時最大流量と吐水口径との均衡を考慮して、給水器具の口径より大きい給水

管口径を選択すること。 

（４）使用流量、使用条件等による給水管口径の決定は、表３－６のメーター形式別使用流量基

準によること。 

（５）メーターの使用機種 

 ①一般的な場合 

   給水管口径１３ｍｍ～２５ｍｍ・・・・・・・・・・・・・羽根車式（直読式） 

   給水管口径４０ｍｍ以上   ・・・・・・・・・・・・・縦型ウォルトマン（直読式） 

 ②遠隔指示を必要とする場合 

   給水管口径１３ｍｍ～２５ｍｍ・・・・・・・・・・・・・羽根車式（発電式） 

   給水管口径４０ｍｍ以上   ・・・・・・・・・・・・・縦型ウォルトマン（電子式） 

 （注）時間最大流量等がメーター適用基準を超えるものについては、定流量弁を設置すること。 
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表３－６ 水道メーター形式別使用流量基準（参考） 

   【給水装置工事技術指針２０２０ Ｐ１２８より】 

 

 

呼び径 計量範囲
定格最大

流量

適正使用

流量範囲※1

（mm）
R

Q3/Q1※4

（Q3）

（㎥/h）
（㎥/h）

10分/日

以内の場合

1時間/日

以内使用の

場合

1日使用

時間の合計が

5時間の時

1日使用

時間の合計が

10時間の時

1日24時間

使用の時

1 13 100 2.5 0.1～1.0 2.5 1.5 4.5 7 12 100

2 20 100 4.0 0.2～1.6 4.0 2.5 7 12 20 170

3 25 100 6.3 0.23～2.5 6.3 4.0 11 18 30 260

4 30 100 10.0 0.4～4.0 10.0 6.0 18 30 50 420

5 40A 100 10.0 0.5～4.0 10.0 6.0 18 30 50 420

6 40B 100 16.0 0.4～6.5 16.0 9.0 28 44 80 700

7 50 100 40.0 1.25～17.0 50.0 30.0 87 140 250 2,600

8 75 100 63.0 2.5～27.5 78.0 47.0 138 218 390 4,100

9 100 100 100.0 4.0～44.0 125.0 74.5 218 345 620 6,600

10 40 250 25.0 0.1～31.25 31.25 25.0 110 220 540 16,200

11 50 250 40.0 0.16～50 50.0 40.0 200 400 840 25,200

12 50 160 40.0 0.25～50 50.0 40.0 200 400 840 25,200

13 50 200 63.0 0.315～63 78.75 63.0 315 630 1,512 45,360

14 65 160 63.0 0.39～78.75 78.75 63.0 315 630 1,440 43,200

15 65 200 100.0 0.5～100 125.0 100.0 500 1,000 2,400 72,000

16 75 250 63.0 0.252～78.75 78.75 63.0 315 630 1,440 57,000

17 75 160 100.0 0.63～125 125.0 100.0 500 1,000 1,920 57,000

18 75 200 100.0 0.53～100 125.0 100.0 500 1,000 2,400 72,000

19 100 250 100.0 0.4～125 125.0 100.0 500 1,000 1,920 100,800

20 100 160 160.0 1.0～200 200.0 160.0 800 1,600 3,360 100,800

21 100 200 160.0 0.8～160 200.0 160.0 800 1,600 3,840 115,200

※１：適正使用流量範囲とは、水道メーターの性能を⾧期間安定した状態で使用することのできる標準的な流量をいう（製造者推奨値）。

※２：一時的使用の許容範囲とは、短時間使用する場合の許容流量。受水槽方式や、直結給水で同時に複数の水栓が使用される場合、

   特に短時間で大流量の水を使用する場合の許容流量をいう。

   また、従来の「流量基準」では、一時的使用の許容流量のうちの「瞬時的使用の場合」について数値に幅をもたせて記載していたが、

   瞬時の意味が不明確でその大きさに左右されるため、これまでの使用実態等を踏まえ、13mm～100mmを総合的に１日当たり10分

   程度の使用時間に統一して許容流量を示すこととした。

※３：１日当たりの使用量は、一般的な使用状況から適正使用流量範囲内での流量変動を考慮して定めたものである。

    ・１日使用時間の合計が５時間のとき ・・・・・・一般住宅等の標準的使用時間

    ・１日使用時間の合計が10時間のとき ・・・・・・会社（工場）等の標準的な使用時間

    ・１日24時間使用のとき ・・・・・・病院等昼夜稼働の事業所の使用時間

※４：Q１は定格最小流流量を示す。

一時的使用の許容範囲

（㎥/h）※2

一日当たりの使用量

（㎥/h）※3
月間

使用量

（㎥/月）

接

線

流

羽

根

車

式

た

て

形

軸

流

羽

根

車

式

電

磁

式

No.

メ
ー

タ
ー

種
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表３－７ 水道メーターの種類 

分類 種別（型式） 特性 採用口径 

推
測
式 

接線羽根車式 

（翼車式） 

一般家庭または、それに近い使用状態で、使用流量範囲

の限定された給水装置の計量に適する。 

１３  ２０ 

２５ 

軸流羽根車式 

（縦型ｳｫﾙﾄﾏﾝ） 

接線羽根車式では、オーバーロードとなる大流量での使

用に適し、特に受水槽式の給水装置に最適である。最近

では、小流量感度も向上し、大型メーターとして一般的

に使用されている。 

４０  ５０ 

７５ １００ 

１５０ 

遠隔指示 

発電式メーター 

接線流羽根車式メーターにマグネットを取付け、遠隔検

針を可能としたもの。 

１３  ２０ 

２５ 

電子式メーター 

接線羽根車式、軸流羽根車式等の指示部を電子化し、計

量値を電気信号に換えて積算値を液晶で表示するもの。 

４０  ５０ 

７５ １００ 

１５０ 

 

       接線羽根車式メーター         縦型ウォルトマンメーター 

 

３－６－３ 水栓数による給水管口径の選定 

（１）一般家庭の場合 

 一般家庭の場合は、１３ｍｍ水栓数による。 

表３－８ 一般家庭の場合における水栓数と給水管口径の関係 

１３ｍｍの水栓数 給水管口径 最大水栓数 

１～ ６個 １３ｍｍ  ６個 

９～１５個 ２０ｍｍ １５個 

９～２３個 ２５ｍｍ ２３個 

 ①口径１３ｍｍの場合の水栓数６個とは、台所、洗濯、浴槽、大小兼用便器（タンク式）、散水

栓程度を標準とする。 

 ②本表の使用で取付器具の口径が２０ｍｍの場合は、取付器具数を３倍に換算すること。 

 ③本表は、一般的な家庭の標準使用を想定したものであり、配水管水圧、屋内配管状況を考慮
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すること。 

（２）一般家庭以外の場合 

  一般家庭以外の場合は、メーター運用基準表の月間適正使用流量等を基準として定める。 

（３）受水槽給水方式の場合 

  集合住宅等で受水槽給水方式の場合は、過大使用水量や一時的過大流量及びウォーターハン

マー等によるメーターの破損防止を図るため、給水管口径と吐水口径（ボールタップまたは定

水位弁）の関係を次のとおり定める。 

 表３－９ 受水槽給水方式の場合における基準使用流量と給水管口径の関係 

給水管 

口径 
吐水口径 

基準使用流量 集合住宅の 

基準戸数 ㎥／月 ㎥／日 

１３ｍｍ ボールタップ口径１０～１３mm 
（２００） 

７０  

（６．７） 

２．３  
３ 

２０ｍｍ ボールタップ口径１０～１３mm 
（３４０） 

１５０  

（１１．３） 

５．０  
７ 

２５ｍｍ 
ボールタップ口径２０mm 以下 

定水位弁口径２５mm 以下 

（４２０） 

１８０  

（１４．０） 

６．０  
２０ 

４０ｍｍ 
ボールタップ口径２０mm 以下 

定水位弁口径２５mm 以下 

（１，４００） 

６００  

（４６．６） 

２０．０  
５０ 

５０ｍｍ 定水位弁口径４０mm 以下 ２，５００  ８３．３  ９０ 

７５ｍｍ 定水位弁口径５０mm 以下 ５，０００  １６６．７  １８０ 

１００ｍｍ 定水位弁口径７５mm 以下 ７，５００  ２５０．０  ３００ 

１５０ｍｍ 定水位弁口径１００mm 以下 １５，０００ ５００．０  ７００ 

 （注１）給水管口径４０mm以下の場合、（ ）内の数値を使用することができる。 

 （注２）給水管口径２５mm で、定水位弁口径２５mm を取付ける場合、定水位弁以降の吐出管は、

２０mm とすること。 

 

３－６－４ メーター設置の一般的注意事項 

 メーターは計量法の適用を受けており、使用量を正確に計量しなくてはならないから取付け箇

所は敷地内の検針、点検、取替に支障のない、乾燥して汚水等が入りにくく、かつ外傷、衝撃等

により破損または異常を生じない箇所を選ばなければならない。設置場所は原則的に門戸付近と
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し、道路から直接確認することができる場所とする。ただし、特別の理由により裏出入口等に設

置する場合は、家人等が通常出入りすると判断される裏出入口のある場合のみ、認めることがで

きる。 

（１）メーターは水平に設置し、高さは次のとおりとする。 

 ①給水管口径１３mmは、メーターと蓋との間を１０cm 以内とする。 

 ②給水管口径２０mmは、メーターと蓋との間を２０cm 以内とする。 

 ③給水管口径２５mmは、メーターと蓋との間を２０cm 以内とする。 

 ④給水管口径４０mmは、メーターと蓋との間を２３cm 以内とする。 

（２）給水管の口径は、一時間当たり及び瞬間最大使用水量がメーター適用基準の範囲内である

こと。 

（３）メーターは原則として下流側の給水主管と同口径のものを使用すること。 

（４）メーターを設置した給水装置において、当該給水装置の瞬間最大使用水量がメーターの瞬

間最大許容値を超える場合は、メーターの損傷を防ぐため、流量を制限する定流量弁を設置

すること。 

（５）メーターは西尾市の貸与品を使用すること。 

（６）メーターボックスは承認品を設置すること。 

（７）メーター位置は原則として官民界から１ｍ以内とする。なお、連合給水装置（ＡＢ）の場

合はこの限りではない。 

（８）口径４０mm 以上のメーターを設置する場合は、当該メーターの下流側に伸縮ユニオン継手

（４０mmは鉄管用めねじ、５０mm以上は伸縮メーターフランジ）を設置すること。 

（９）口径５０mm以上のメーター用合フランジ（上水規格）に使用するボルトは、頭部がメータ

ー側に、ねじ部が管側になるように取付けてナットで締め付けること。 

（10）メーター設置に適さない箇所の例 

  ①公道及び公道に準ずる私道（車の通行できる私道） 

  ②荷物及びその他の物品の下になりやすい所 

  ③湿気が多くて暗いところ 

  ④メーターボックスの中に水の溜まるおそれのある所 

  ⑤立ち上がり及び給水栓より１ｍ以内の所 

  ⑥下水等で不潔な所 

  ⑦将来、増改築または隣地の建築等により支障となる所 

  ⑧車庫内で車両の下またはシャッターより内側 
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３－６－５ 遠隔指示式水道メーターの設置 

 現在の水道メーターが屋内または構築物の中にあって、毎期の検針業務に不都合をきたしてお

り、敷地等の関係で他へ移設できないもの及び、水道事業が取付けを認めたものは、遠隔指示式

水道メーターを取付けることができる（西尾市遠隔指示式水道メーター設置基準（P94）参照）。 
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３－６－６ メーターの設置例図 

図３－１ 一般住宅の場合 

例１                     例２ 

門扉前に設置できる場合            入口に門扉を設置しない場合 

 

例３                     例４ 

玄関が狭くメーターの設置ができない場合    門扉に施錠する場合 
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例５ 

入口が長い場合 

 

 

例６ 

前面全体が店舗の場合 
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図３－２ 特別として裏出入口を認める場合 

 例１ 通常家人が出入りすると判断される裏出入口 

 

 

例２ 鍵付門扉を設置する場合 
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図３－３ 特殊建築物の場合 

 例１ １建築物内の機能的に独立した２戸以上の住宅または、店舗・事務所等に分類されてい

るもので各戸の使用者が異なるもの 

 

例２ アパート（２階直圧） 

 

 例３ メーターを集合して配置する場合 

 



25 

例４ 会社の敷地内に異なる用途の建物が複数あるが、使用目的は同じ。 

 

例５ 社宅は、その会社の社員がたまたま同一敷地内の建物に居住していると考えられ、使用

目的が異なる。 

 

例６ 会社と住宅が同一敷地内にあり、使用者が異なるもの。 
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図３－４ 開発行為等で先行取出しがしてある場合 

 メーターが直接道路から確認できない場合は、分岐位置を変更する。またはメーターを道路か

ら見えるように設置する。 

 

 

図３－５ 配水管と直角に引込みできない場合 

 止水栓位置と分岐位置が他埋設管等の影響により、直角に引込みできないときは、管径寸法（Ａ・

Ｂ・Ｃ）を記入する。Ｂが１ｍ以上となるときは分岐位置を変更する。 
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図３－６ 先行取り出しで分岐位置の変更ができない場合 
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図３－７ メーターボックス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13mm

ダブル弁13mm

蓋 ダクタイル鋳鉄

枠 ダクタイル鋳鉄
材質

対象メーター

20mm

ダブル弁20mm

蓋 ダクタイル鋳鉄

枠 ダクタイル鋳鉄

対象メーター

材質
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25mm

ダブル弁25mm

蓋 ダクタイル鋳鉄

枠 ダクタイル鋳鉄

対象メーター

材質

40mm

ダブル弁40mm

蓋 ダクタイル鋳鉄

枠 ダクタイル鋳鉄

対象メーター

材質
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13mm

ダブル弁13mm

蓋 R-PET

枠 R-PET

M-13TLR/VS略号

対象メーター

材質

20mm

ダブル弁20mm

蓋 R-PET

枠 R-PET

M-20TLR/VS

対象メーター

材質

略号
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25mm

ダブル弁25mm

蓋 R-PET

枠 R-PET

M-25TLR/VS

対象メーター

材質

略号

13mm

ダブル弁13mm

蓋 ダクタイル鋳鉄

枠 ABS

MB-13SCDP

対象メーター

材質

略号
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20mm

ダブル弁20mm

蓋 ダクタイル鋳鉄

枠 ABS

MB-20SCDP

対象メーター

材質

略号

25mm

ダブル弁25mm

蓋 ダクタイル鋳鉄

枠 ABS

MB-25SCDP

材質

略号

対象メーター
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３－７ 給水管の分岐 

３－７－１ 分岐工法 

 配水管から分岐する位置は、他の給水装置の分岐点より３０ｃｍ以上離れていることとし、分

岐工法は表３－１１～１３とする。 

（１）２５ｍｍ以下の配水管から分岐する工法は、切取り工法とする。 

（２）５０ｍｍの配水管から分岐する工法は、次のとおりとする。 

①分岐する給水管の口径が２５ｍｍ以下の場合は、サドル付分水栓を使用すること。 

②分岐する給水管の口径が４０ｍｍの場合は、切取り工法もしくは不断水Ｔ字管を使用する

ことができる。 

（３）７５ｍｍ以上３５０ｍｍ以下の配水管から分岐する工法は、次のとおりとする。 

  ①分岐する給水管の口径が２５ｍｍ以下の場合は、サドル付分水栓を使用すること。 

  ②分岐する給水管の口径が４０ｍｍ以上の場合は、不断水Ｔ字管またはサドル付分水栓を使

用すること。 

（４）原則として、４００ｍｍ以上の配水管からは分岐できない。 

（５）配水管の分岐点から止水栓までの給水管の最小口径は２０ｍｍとする。 

（６）配水管からサドル付分水栓または、不断水Ｔ字管を使用して穿孔する場合は、放水しなが

ら穿孔すること。 

 

表３－１０ 配水管からの給水管分岐口径 

 

 

給水管（mm）

20 25 40 50 75 100 150

配水管（mm）

25 切取り工法

40

50
切取り工法または

不断水T字もしくは

サドル付分水栓

75

100

150

200 不断水T字管

250

300

350

ビニル管50mmから40mm給水管を分岐する場合、切取り工法を採用することができる。

サドル付分水栓 不断水T字管
または

サドル付分水栓
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表３－１１ ビニル管（鋼管）からの分岐工法 
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表３－１２ 鋳鉄管からの分岐工法 
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表３－１３ ポリエチレン管からの分岐工法 

 

 

３－７－２ クロスコネクション防止 

 クロスコネクションとは、水道水に井戸水・排水・化学薬品・ガス等の物質が混入する可能性

があるような水道以外の用途の設備、または施設と誤接合することをいい、安全な水の確保のた

めに絶対に避ける必要がある。平成２９年９月１５日薬生水発０９１５第５号厚生労働省医薬・

生活衛生局水道課長通知「給水装置工事における誤接合防止の徹底について」において通知され

ているように、以下の点について徹底を図ることにより、クロスコネクション防止の適切な措置

を講ずることが重要である。 

  ①給水装置に給水装置以外の設備を直接連結してはならないこと。 

  ②給水装置の改造は、水道事業者への届出が必要であること。 

  ③給水装置工事は、法第１６条の２第１項の指定を有する、当該工事の施行に係る資質の担

保された指定給水装置工事事業者により適切に行われなければならないこと。 

 

３－７－３ 取出し方向 

 配水管から分水栓を経て、給水管を取出す場合の方向は、当該配水管の布設してある道路の境

界線まで障害物等特別の事情のない限り道路と直角に施行し、分岐部分には、指定の識別マーカ

ーを埋設すること。 
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３－７－４ 配管構造 

（１）分岐点から止水栓までの給水管が２５ｍｍ以下の場合はＰＰとする。ただし、ガソリンス

タンド、モータース、塗装店等有機溶剤やガソリンなどに侵されやすい場所は、ＰＰに代え

てＳＧＰ－ＶＢとする。 

（２）分岐点から止水栓までの給水管が４０ｍｍまたは５０ｍｍの場合及び１分岐点から多数の

住宅等に給水する場合の給水管（ＡＢ管）はＰＰまたはＨＩＶＰとする。この場合、各戸に

必要とする２５ｍｍ以下の分配横引管はＰＰとする。 

（３）分岐点から止水栓までの給水管が７５ｍｍ以上の場合はＤＩＰとし、１分岐点から多数の

住宅等に給水する場合の給水管（ＡＢ管）が７５ｍｍ以上はＤＩＰまたはＳＧＰ－ＶＢとし、

各戸に必要とする２５ｍｍ以下の分配横引管はＰＰとする。 

（４）塩化ビニル管関係については、すべて耐衝撃性硬質塩化ビニル管（ＨＩ）とする。 

 

３－８ 水浄化装置の設置 

 水浄化装置とは、浄水器や活水器等のことをいう。 

 給水装置に水浄化装置を設置した場合に起こりうる給水装置内や配水管への逆流事故、メータ

ーの維持管理への支障等を防止するため、必要事項を定める。 

 

３－８－１ 浄水器、活水器の定義 

 浄水器、活水器とは、以下の機能を有する器具をいう。 

（１）ろ過材により、水道水中の残留塩素などの溶存物質や濁質の除去（減少）を目的とした器

具（以下、「浄水器」とする。） 

（２）人工的な処理により、付加的な機能を有する水をつくる器具（以下、「活水器」とする。） 

 

３－８－２ 水浄化装置の分類 

 水浄化装置は設置形態により２タイプに分類する。 

（１）一次側設置型（Ⅰ型） 

   給水管や水栓の流入側（一次側）に直結して、常時水圧が作用するタイプを一次側設置型

（以下、「Ⅰ型」という。）とする。 

（２）二次側設置型（Ⅱ型） 

   水栓の流出側（二次側）に設置して、常時水圧が作用しないタイプを二次側設置型（以下、

「Ⅱ型」という。）とする。 

 

３－８－３ 水浄化装置の設置基準 

（１）水浄化装置は水道メーターの下流側に設置すること。 

（２）検針や取替え等のメーター管理に支障があるため、水浄化装置をメーター筐内に設置しな
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いこと。 

（３）Ⅰ型の水浄化装置を設置する場合は、次の事項を遵守すること。 

  ①水浄化装置の上流側に逆止弁及び止水栓を設置すること。 

  ②水浄化装置の上流側に直圧の給水栓を設置すること。 

  ③給水タンクに導水する管路には設置しないこと。 

  ④水浄化装置設置承諾書を提出すること。 

（４）磁気を利用した水浄化装置を設置する場合は、水道メーターから５０cm以上の離隔を設け

ること。 

 

３－８－４ 水浄化装置を設置した場合の維持管理等 

（１）西尾市の水質の管理責任は、水浄化装置の直近上流側に設置した止水栓までとする。 

（２） 水浄化装置の維持管理責任及び水浄化装置の下流側の水質管理責任は、給水関係者とする。 

（３）水浄化装置は、各製品の仕様に応じた定期点検等を実施すること。 

 

３－９ 給水装置図面の作成 

 給水装置の図面は、一定の記号（設計製図記号参照）をもって製図する。家屋の平面図、水栓

の取付位置、給水管の布設状況、使用材料、器具等を図示するものである。 

 製図は工事の設計、施行、工事費の見積もり及び技術的な維持管理の基本的資料となるもので

あるから、図面の作成に際しては明瞭かつ正確でなくてはならない。 

 

３－９－１ 図面の種類 

 給水装置工事の計画・施行に際しては、以下の（１）から（３）を作成するとともに、必要に応

じて（４）から（５）を作成すること。（２）から（５）の図面は原則的に定型用紙「給水装置工

事野帳」に製図すること。 

（１）位置図 給水家屋、付近の状況等の位置を図示したもので、Ａ４版とする。 

（２）平面図 道路及び建築平面図に給水装置及び配水管の位置を図示したもの。 

       （止水栓のオフセット、道路幅員、道路種別等） 

（３）立体図 給水管の配管状況を立体的に図示したもの。 

       （平面距離、口径、管種等） 

（４）詳細図 平面図で表すことのできない部分を別途詳細に図示したもの。 

（５）立面図 建物や給水管の配管状況を立体的に図示したもの。 

 

３－９－２ 製図上の注意 

（１）平面図はできる限り詳細に示し、平面縮尺１/３００以上にすること。 

（２）位置図（案内図）及び平面図は上方を北とし、必ず方位矢印をすること。 
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（３）引き込み場所の周囲との関係を明記すること。 

（４）既設管と新設管との区別を明示すること。 

（５）公・私有地の境界を明らかにすること。また特殊な施行及び器具取付を行った場合の箇所

は位置を明示し、さらに拡大図法にて詳しく示すこと。 

（６）水栓を取り付ける場合は、特に流し台、洗面台等の位置を明示すること。 

（７）その他特に必要な事項は備考を附して明記すること。 

（８）直・曲線は、ソフトもしくは製図機器等を用い、フリーハンドでは記入しないこと。 

（９）単位は、長さ及び距離をメートル（ｍ）で、管径はミリメートル（ｍｍ）で表示し、単位記

号は付けないこと。 

（１０）給水装置工事野帳は、平面図と配管立体図を記入すること。配管立体図は、縮尺原寸に

関係なく判別しやすいように表し、各箇所に使用する給水管や推薦の種類、口径及び防護

方法など施行事項を明示すること。 

（１１）受水槽式給水の場合の図面は、直圧給水部分（受水槽まで）と受水槽以下に分けること。 

 

３－９－３ 設計製図記号 

 表３－１４ 管種表示記号 
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表３－１５ 口径別表示 

 

 

表３－１６ 工事別表示 

 

（注）口径の相違を線形で図示する場合は、大きい口径は太線を用い、小さい口径は細線を用い

る。 
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表３－１７ 構造物その他の記号 

  

 

表３－１８ 水栓・弁類の記号 
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44 45 



 

 

46 47 


